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オープンデータ流通推進コンソーシアム 

会員名簿（2013.01.18 現在） 
 

（敬称略、申込受付順に記載） 

 企業・団体（65 団体） 

 日本マイクロソフト株式会社  株式会社パイプドビッツ 

 株式会社ターボデータラボラトリー  三井住友海上火災保険株式会社 

 株式会社ＮＴＴドコモ  KDDI 株式会社 

 日本ユニシス株式会社  株式会社建設技術研究所 

 富士通株式会社  株式会社ACCESS 

 一般社団法人車両情報活用研究所  東芝ソリューション株式会社 

 特定非営利活動法人 ITS Japan  ジャパン・クラウド・コンソーシアム 

 一般財団法人日本情報経済社会推進協会  株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

 株式会社三菱総合研究所  YRPユビキタス・ネットワーキング研究所 

 ソフトバンクテレコム株式会社  パイオニア株式会社 

 グーグル株式会社  東日本旅客鉄道株式会社 

 NTT レゾナント株式会社  特定非営利活動法人 横浜コミュニティデザイン・ラボ 

 株式会社自動処理  日本経済新聞社 

 一般社団法人ユニバーサルメニュー普及協会  株式会社野村総合研究所 

 株式会社日立製作所  株式会社コパイロツト 

 特定非営利活動法人 ドットジェイピー  オープンデータ革新協議会（ODIC） 

 一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会  スマートドライブメーター製作委員会 

 パナソニック株式会社  日本電気株式会社 

 日本アイ・ビー・エム株式会社  NTT アドバンステクノロジ株式会社 

 トヨタ自動車株式会社  NTT コミュニケーションズ株式会社 

 ジョルダン株式会社  国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 

 特定非営利活動法人位置情報サービス研究機構  一般社団法人全国地質調査業協会連合会 

 アーキタイプ株式会社  インディゴ株式会社 

 日本ヒューレット・パッカード株式会社  株式会社ＪＭＡホールディングス 

 株式会社スマートバリュー  日本工営株式会社 

 株式会社ダイアログ  株式会社電通 

 アリョール株式会社  社会基盤情報流通推進協議会 

 株式会社カーリル  株式会社東芝 

 東日本電信電話株式会社  日本加除出版株式会社 

 株式会社インプレスＲ＆Ｄ  合同会社エクリュ 

 株式会社テクネコ  明電ソフトウエア株式会社 

 株式会社ジャイロビー  株式会社内田洋行 

 合同会社Georepublic Japan  
 

 自治体（9団体） 

 鯖江市  横須賀市 

 横浜市  福岡市 

 流山市  流山市議会 

 松江市  北九州市 

 鶴ヶ島市議会  
 

 有識者（5名） 

 森川 富昭（慶應義塾大学）  井澤 一朗（京都大学） 

 河口 信夫（名古屋大学大学院）  谷川 正継（江戸川大学） 

 佐々木 一（東京大学政策ビジョン研究センター）  

 


